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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第23期

第２四半期
連結累計期間

第24期
第２四半期
連結累計期間

第23期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 6,183 18,004 20,044

経常損失(△) (百万円) △8,380 △373 △11,687

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益又は親会社株
主に帰属する四半期純損失(△)

(百万円) △13,159 445 △16,214

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △13,342 416 △16,339

純資産額 (百万円) 10,237 10,503 7,237

総資産額 (百万円) 51,338 50,764 48,578

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期(当期)純損失金額(△)

(円) △1,015.30 26.40 △1,250.73

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― 25.08 ―

自己資本比率 (％) 19.9 20.7 14.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,700 2,843 △9,713

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,809 △176 △3,059

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,732 △352 10,902

現金及び現金同等物の四半期末
(期末)残高

(百万円) 5,295 6,518 4,203
 

　

回次
第23期

第２四半期
連結会計期間

第24期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益又は四半
期純損失(△)

(円) △552.81 0.80
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第23期第２四半期連結累計期間及び第23期は

希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記載しておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準を適用した後の指標となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 
１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 

（１） 業績の状況

 「人の心を、人生を豊かにする」を企業理念として掲げる当社グループは、多様化するお客様のニーズをくみ取

り、新たな市場、価値の創造をすべく、経営基盤の強化と資本効率改善による企業価値向上に取り組んでいます。

当第２四半期連結累計期間におきましては、ワクチン接種の遅延や変異株の拡大により「緊急事態宣言」及び

「まん延防止等重点措置」が発令され、ウエディング業界全体で酒類提供の禁止や収容人数の制限等を含めた行動

制限の要請を請けました。

このような状況の下、当社グループは政府、各自治体からの行動制限を遵守し、お客様と社員の安全・安心を最

優先とした感染防止対策を徹底したうえで、挙式披露宴を実施してまいりました。しかしながら、全国の感染者が1

万人を超過し、変異株の急激な感染拡大に伴い2021年８月以降に行動制限が広域に発出されたことで、当四半期に

施行予定の多くの挙式が、2021年下期以降に延期となりました。更に、都道府県をまたぐ移動自粛、人の接触を避

けるという行動心理が再度広がったことにより、招待客数は減少いたしました。

依然として予断を許さない状況を鑑み、営業活動費の最適化、業務プロセスのデジタル化による定員数の見直し

等、グループ全体で徹底的な経費削減施策に取り組みました。

以上の結果、売上高180億4百万円（前年同四半期比191.2％増）、営業損失１億19百万円（前年同四半期 営業損

失81億３百万円）、経常損失３億73百万円（前年同四半期 経常損失83億80百万円）、親会社株主に帰属する四半期

純利益４億45百万円（前年同四半期 親会社株主に帰属する四半期純損失131億59百万円）となりました。

 
なお、事業別の状況は以下のとおりです。

 
　　国内ウェディング事業

当社グループの主力事業である国内ウェディング事業におきましては、緊急事態宣言の長期化、行動制限地域の

拡大により、当四半期に施行予定の挙式延期が発生したものの、直営店の婚礼取扱組数は4,828組となり、コロナ禍

の影響を大きく受けた前年同四半期と比較し、3,912組増加いたしました。また、コロナ禍の顧客需要の変化に対応

した商品開発や販売強化の結果、挙式披露宴単価は前年同四半期比92千円増となりました。

その結果、売上高177億83百万円（前年同四半期比362.3%増）、営業利益７億19百万円（前年同四半期 営業損失

59億85百万円）となりました。

 
　（２） キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが28億43百万円

の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが１億76百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローが３億52

百万円の支出となり、この結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残

高は、65億18百万円（前年同四半期は52億95百万円）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

営業活動の結果得られた資金は28億43百万円（前年同四半期は77億円の支出）となりました。これは主に、税金

等調整前四半期純利益３億３百万円、未払金の増加額８億46百万円、減価償却費10億15百万円等によるものであり

ます。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は１億76百万円（前年同四半期は28億９百万円の支出）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出１億21百万円、敷金及び保証金の差入による支出２億３百万円等によるもので

あります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は３億52百万円（前年同四半期は97億32百万円の収入）となりました。これは主に

短期借入金の純減額５億84百万円、長期借入れの返済による支出25億33百万円、第三者割当増資による収入30億円

等によるものであります。

 
（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更を行っておりません。詳細に

つきましては、「第４　経理の状況　1　四半期連結財務諸表　注記事項　（追加情報）」に記載しております。

 
（４） 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

 

（５） 研究開発活動

該当事項はありません。

 

（６） 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、売上実績が著しく変動いたしました。その内容については、「(１)業績の

状況」をご覧ください。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１） 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,912,000

第一種優先株式 2,000

第二種優先株式 1,000

計 24,915,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 13,059,330 13,059,330
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

第一種優先株式 2,000 2,000 ―

第一種優先株式の期末配当金
額は１株当たり88,000円に設
定されており、ある事業年度
において、第一種優先株主へ
の優先配当金額が不足した場
合、当該不足額は翌事業年度
以降に累積します。
第一種優先株式は、第二種優
先株式及び普通株式に優先し
て配当を受けることができま
す。
第一種優先株式には議決権は
ありません。
当社による普通株式を対価と
する取得条項を設けており、
2026年４月１日以降に普通株
式への転換を可能としている
ことから、当社が当該取得条
項を行使した場合には普通株
式に関する希薄化の影響が生
じる可能性があります。
但し、第一種優先株主による
普通株式を対価とする取得請
求権は設けておらず、当社よ
り普通株式を対価とする取得
条項を行使しない限り普通株
式に関する希薄化の影響はあ
りません。
単元株式数は１株でありま
す。
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第二種優先株式 1,000 1,000 ―

第二種優先株式の期末配当金
額は１株当たり30,000円に設
定されており、ある事業年度
において、第二種優先株主へ
の優先配当金額が不足した場
合、当該不足額は翌事業年度
以降に累積します。
第二種優先株式は、普通株式
に優先して配当を受けること
ができます。
第二種優先株式には議決権は
ありません。
当社による普通株式を対価と
する取得条項を設けており、
2026年４月１日以降に普通株
式への転換を可能としている
ことから、当社が当該取得条
項を行使した場合には普通株
式に関する希薄化の影響が生
じる可能性があります。
2023年４月１日から2026年３
月31日までの期間において、
第二種優先株主より普通株式
の交付と引き換えにその有す
る第二種優先株式の全部又は
一部を取得することが可能と
なっているため、普通株式に
関する希薄化の影響が生じる
可能性があります。
単元株式数は１株でありま
す。

計 13,062,330 13,062,330 ― ―

 

 
（２） 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。　

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３） 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４） 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式

総数増減数(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年９月30日 ―

普通株式
13,059,330

第一種優先株式
2,000

第二種優先株式
1,000

― 2,000 ― 1,500
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（５） 【大株主の状況】

　①所有株式数別

(A)普通株式

2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

野 尻 佳 孝 東京都目黒区 2,460,950 18.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口）

東京都港区浜松町２-11-３ 1,514,700 11.68

株式会社東京ウエルズ 東京都大田区北馬込２‐28‐１ 1,035,970 7.99

株式会社ユニマットライフ 東京都港区南青山２‐12‐14 548,200 4.23

ウェルズ通商株式会社 東京都大田区北馬込２‐28‐１ 440,000 3.39

NOMURA PB NOMINEES LIMITED OMNIBUS-
MARGIN(CASHPB)
(常任代理人野村證券株式会社)

1 ANGEL LANE,LONDON,EC4R 3AB,
UNITED KINGDOM
(東京都中央区日本橋１-13-１)

408,000 3.15

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG
(FE-AC)
(常任代理人株式会社三菱UFJ銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET
STREET LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内２-７-１)

366,874 2.83

瀬　戸　健 東京都杉並区 277,300 2.14

INTERACTIVE BROKERS LLC
(常任代理人インタラクティブ・ブロー
カーズ証券株式会社)

ONE PICKWICK PLAZA
GREENWICH,CONNECTICUT 06830 USA
(東京都千代田区霞が関３-２-５)

242,500 1.87

株式会社日本カストディ銀行（信託
口）

東京都中央区晴海１-８‐12 232,200 1.79

計 ― 7,526,694 58.02

 

　
(注)１　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　    1,514,700株

　　　　　株式会社日本カストディ銀行(信託口) 　　　　　　　    　232,200株

 
２　2021年５月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書(変更報告書)において、野村證券株式会社及

びその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC並びに野村アセットマネジメント株式会社が2021年５月

14日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2021年９月30日時点における

実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等保有
割合（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－13－１ △1,200 △0.01

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 ANGEL LANE,LONDON EC4R 3AB,UNITED
KINGDOM

51,313 0.39

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲２-２-１ 235,300 1.80
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(B)第一種優先株式

2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１-13-２ 2,000 100.00

計 ― 2,000 100.00

 

（注）第一種優先株式は法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しておりません。

 
(C)第二種優先株式

2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

Tsunagu Investments Pte.Ltd.
(常任代理人Pavilion Capital Japan
株式会社)

3 Fraser Street,#10-23 Duo
Tower Singapore
(東京都千代田区丸の内１-５-１)

1,000 100.00

計 ― 1,000 100.00

 

（注）第二種優先株式は法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しておりません。
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　②所有議決権数別

2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

(個)

総株主の議決
権数に対する
所有議決権数
の割合(％)

野 尻 佳 孝 東京都目黒区 24,609 19.16

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口）

東京都港区浜松町２-11-３ 15,147 11.79

株式会社東京ウエルズ 東京都大田区北馬込２‐28‐１ 10,359 8.07

株式会社ユニマットライフ 東京都港区南青山２‐12‐14 5,482 4.27

ウェルズ通商株式会社 東京都大田区北馬込２‐28‐１ 4,400 3.43

NOMURA PB NOMINEES LIMITED OMNIBUS-
MARGIN(CASHPB)
(常任代理人野村證券株式会社)

1 ANGEL LANE,LONDON,EC4R 3AB,
UNITED KINGDOM
(東京都中央区日本橋１-13-１)

4,080 3.18

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG
(FE-AC)
(常任代理人株式会社三菱UFJ銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET
STREET LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内２-７-１)

3,668 2.86

瀬　戸　健 東京都杉並区 2,773 2.16

INTERACTIVE BROKERS LLC
(常任代理人インタラクティブ・ブロー
カーズ証券株式会社)

ONE PICKWICK PLAZA
GREENWICH,CONNECTICUT 06830 USA
(東京都千代田区霞が関３-２-５)

2,425 1.89

株式会社日本カストディ銀行（信託
口）

東京都中央区晴海１-８‐12 2,322 1.81

計 ― 75,265 58.60
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（６） 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
第一種優先株式 2,000
 

第二種優先株式 1,000
 

―
―

（1）株式の総数等　②発行済株式
に記載しております

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 87,700
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,844,200
 

128,442 ―

単元未満株式 普通株式 127,430
 

― ―

発行済株式総数 13,062,330 ― ―

総株主の議決権 ― 128,442 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社テイクアンドギ
ヴ・ニーズ

東京都品川区東品川二丁目３
番12号

87,700 ― 87,700 0.67

計 ― 87,700 ― 87,700 0.67
 

 

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（１） 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,594 6,900

  売掛金 218 258

  営業貸付金 1,936 2,292

  商品 163 193

  貯蔵品 57 66

  前払費用 529 442

  その他 532 492

  貸倒引当金 △118 △91

  流動資産合計 7,912 10,554

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 31,739 31,744

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △18,108 △18,772

    建物及び構築物（純額） 13,631 12,971

   機械装置及び運搬具 110 110

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △108 △108

    機械装置及び運搬具（純額） 1 1

   工具、器具及び備品 6,343 6,401

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △5,626 △5,813

    工具、器具及び備品（純額） 717 588

   土地 15,042 15,042

   リース資産 4,436 4,436

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,764 △1,878

    リース資産（純額） 2,671 2,557

   建設仮勘定 149 146

   有形固定資産合計 32,214 31,308

  無形固定資産   

   のれん 60 45

   その他 195 153

   無形固定資産合計 256 198

  投資その他の資産   

   投資有価証券 105 63

   長期貸付金 116 108

   長期前払費用 96 99

   繰延税金資産 3,131 3,548

   敷金及び保証金 4,811 4,948

   その他 83 82

   貸倒引当金 △150 △149

   投資その他の資産合計 8,194 8,702

  固定資産合計 40,665 40,209

 資産合計 48,578 50,764
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,092 943

  短期借入金 11,105 10,520

  1年内返済予定の長期借入金 4,689 4,479

  未払金 1,802 2,603

  未払法人税等 102 317

  賞与引当金 416 446

  株式報酬引当金 3 2

  契約負債 - 2,111

  その他 3,132 2,322

  流動負債合計 22,345 23,748

 固定負債   

  長期借入金 13,992 11,668

  長期リース債務 3,202 3,067

  資産除去債務 1,194 1,198

  その他 606 578

  固定負債合計 18,995 16,512

 負債合計 41,340 40,260

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,264 2,000

  資本剰余金 5,217 11,476

  利益剰余金 △3,118 △2,827

  自己株式 △184 △176

  株主資本合計 7,178 10,473

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 58 30

  その他の包括利益累計額合計 58 30

 純資産合計 7,237 10,503

負債純資産合計 48,578 50,764
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（２） 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 6,183 18,004

売上原価 2,219 6,369

売上総利益 3,964 11,635

販売費及び一般管理費 ※1  12,067 ※1  11,754

営業損失（△） △8,103 △119

営業外収益   

 受取利息 1 1

 受取保険金 11 1

 受取補償金 11 -

 為替差益 2 -

 貸倒引当金戻入額 0 32

 その他 9 7

 営業外収益合計 36 43

営業外費用   

 支払利息 183 194

 貸倒引当金繰入額 120 -

 支払手数料 - 100

 その他 9 2

 営業外費用合計 313 297

経常損失（△） △8,380 △373

特別利益   

 関係会社株式売却益 ※2  715 -

 補助金収入 ※3  987 ※3  676

 特別利益合計 1,703 676

特別損失   

 新型コロナウイルス感染症による損失 ※4  2,443 -

 減損損失 1,464 -

 関係会社株式売却損 ※5  1,096 -

 事業整理損失 ※6  739 -

 特別損失合計 5,744 -

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△12,420 303

法人税等 807 △142

四半期純利益又は四半期純損失（△） △13,228 445

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △69 -

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△13,159 445
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △13,228 445

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 0 △28

 繰延ヘッジ損益 △24 -

 為替換算調整勘定 △88 -

 その他の包括利益合計 △113 △28

四半期包括利益 △13,342 416

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △13,263 416

 非支配株主に係る四半期包括利益 △78 -
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（３） 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△12,420 303

 減価償却費 892 1,015

 のれん償却額 15 15

 減損損失 1,464 -

 新型コロナウイルス感染症による損失 2,443 -

 事業整理損失 739 -

 敷金及び保証金のリース料相殺額 79 53

 賞与引当金の増減額（△は減少） △240 30

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 126 △28

 株式報酬引当金の増減額（△は減少） △3 △0

 関係会社売却損益(△は益) 380 -

 助成金収入 △987 △676

 受取利息及び受取配当金 △1 △1

 受取保険金 △11 △1

 営業外支払手数料 - 100

 支払利息 183 194

 売上債権の増減額（△は増加） 330 △40

 営業貸付金の増減額（△は増加） 622 △355

 仕入債務の増減額（△は減少） △534 △148

 前払費用の増減額（△は増加） 573 94

 未払金の増減額（△は減少） 679 846

 前受金の増減額（△は減少） 365 △1,528

 契約負債の増減額（△は減少） - 1,545

 その他 △499 978

 小計 △5,798 2,397

 利息及び配当金の受取額 1 1

 新型コロナウイルス感染症による損失の支払額 △2,092 -

 利息の支払額 △182 △193

 保険金の受取による収入 11 1

 助成金の受取額 987 676

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △627 △39

 営業活動によるキャッシュ・フロー △7,700 2,843

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 信託預金の増減額（△は増加） 63 8

 有形固定資産の取得による支出 △859 △121

 ソフトウエアの取得による支出 △9 △0

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△1,658 -

 貸付けによる支出 △470 -

 貸付金の回収による収入 12 127

 敷金及び保証金の差入による支出 △6 △203

 敷金及び保証金の回収による収入 119 12

 その他 △0 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,809 △176
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 8,021 △584

 長期借入れによる収入 4,726 -

 長期借入金の返済による支出 △2,769 △2,533

 自己株式の売却による収入 6 -

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 営業外支払手数料の支出 - △100

 リース債務の返済による支出 △132 △132

 非支配株主からの払込みによる収入 9 -

 配当金の支払額 △129 -

 第三者割当増資による収入 - 3,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー 9,732 △352

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △782 2,314

現金及び現金同等物の期首残高 6,078 4,203

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  5,295 ※  6,518
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、国内ウェディ

ング事業については、従来、挙式日時点で収益を認識しておりましたが、その内の一部の取引について納品日時点

で収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第

86項また書き（１）に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更につい

て、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会

計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は71百万円減少し、売上原価は39百万円減少し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ32百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は153百

万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示していた

「その他」の一部は、第１四半期連結会計期間より「契約負債」に含めて表示することとしました。なお、収益認

識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを

行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-

15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した

情報を記載しておりません。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用し、繰延税金資産の回収可能性を検討のうえ計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しています。

 

(追加情報)

(新型コロナウィルス感染拡大に伴う会計上の見積り等について)

当第２四半期連結累計期間において、固定資産の減損、繰延税金資産の回収可能性などの会計上の見積りをする

に当たり、前事業年度の有価証券報告書に記載した感染拡大に関する仮定に重要な変更はございません。
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(四半期連結損益計算書関係)

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

給与手当 3,644 百万円 3,422 百万円

賞与引当金繰入額 452  446  
 

 

※2　関係会社株式売却益

　前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日 至　2020年９月30日)

関係会社株式売却益は、連結子会社であった幸運股份有限公司の保有株式の全てを譲渡したことによるもので

あります。

 
当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日 至　2021年９月30日)

該当事項はありません。

 
 
※3　補助金収入

　前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日 至　2020年９月30日)

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、雇用調整助成金等の特例措置の適用を受けたものであります。

 
当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日 至　2021年９月30日)

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、雇用調整助成金等の特例措置の適用を受けたものであります。

 
※4　新型コロナウイルス感染症による損失

　前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日 至　2020年９月30日)

政府や自治体の要請を受け、当社グループ関連施設を臨時休業したことにより発生した固定費(人件費、賃借

料、減価償却費等)であります。

 
当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日 至　2021年９月30日)

該当事項はありません。

 
 

※5　関係会社株式売却損

　前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日 至　2020年９月30日)

連結子会社である株式会社グッドラック・コーポレーションの株式について、ケン不動産リース株式会社に売

却を行ったことによるものであります。

 
当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日 至　2021年９月30日)

該当事項はありません。

 
 
※6　事業整理損失

　前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日 至　2020年９月30日)

事業整理損失は、海外・リゾートウェディング事業の整理・合理化に伴い発生した損失であります。

 
　当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日 至　2021年９月30日)

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金及び預金勘定 5,609百万円 6,900百万円

使途制限付き信託預金 △313 △382

現金及び現金同等物 5,295 6,518
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日 至　2020年９月30日)

１．配当金支払額

(決 議) 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月28日
取締役会

普通株式 129百万円 10円 2020年３月31日 2020年６月11日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　該当事項はありません。

 
３．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　　該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日 至　2021年９月30日)

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

(決 議) 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年９月24日
取締役会

第一種
優先株式

88百万円 44,000円 2021年９月30日 2021年11月９日
その他資本
剰余金

第二種
優先株式

15百万円 15,000円 2021年９月30日 2021年11月９日
その他資本
剰余金

 

 
３．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（第三者割当による新株式発行及び資本金及び資本準備金の減少）

　当社は、2021年２月10日開催の取締役会及び2021年３月30日開催の臨時株主総会において、会社法第447条第１項及

び同法第448条第１項の規定に基づき、第三者割当の方法による第一種優先株式及び第二種優先株式の発行並びに資本

金及び資本準備金の額の減少について決議し、2021年４月20日付で第三者割当増資による払込みを受け、資本金が

1,500百万円、資本準備金が1,500百万円それぞれ増加しております。

　また同日付で無償減資を行い、第三者割当増資後の資本金の額を4,764百万円、資本準備金の額を5,210百万円減少

し、全額その他資本剰余金に振り替える処理を行いました。

　その結果、当第２四半期連結会計期間末において資本金が2,000百万円、資本準備金が1,500百万円、その他資本剰

余金が9,969百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１. 前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日 至　2020年９月30日)

① 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       

 

報告セグメント
その他

(百万円)(注)
合計

(百万円)国内ウェディング
事業

(百万円)

海外・リゾート
ウェディング事業

(百万円)

計
(百万円)

売上高      

 a.外部顧客に対する売上高 3,846 2,066 5,913 270 6,183

 b.セグメント間の内部
   売上高又は振替高

0 0 0 20 20

計 3,847 2,067 5,914 290 6,204

セグメント利益又は損失(△) △5,985 △1,316 △7,302 54 △7,247
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融・クレジット事業、旅行事業、

保育事業等を含んでおります。

 

② 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

  

利益 金額

報告セグメント計(百万円) △7,302

「その他」の区分の利益(百万円) 54

セグメント間取引消去(百万円) 2

全社費用(注)(百万円) △857

四半期連結損益計算書の営業損失(△)(百万円) △8,103
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

　③　報告セグメントごとの資産に関する情報

　当第２四半期連結会計期間において、連結子会社である株式会社グッドラック・コーポレーションの株式を売却

したため、株式会社グッドラック・コーポレーション及びその子会社を連結の範囲から除外しております。　

　この結果、前連結会計年度末に比べ、当第２四半期連結会計期間の報告セグメントの資産の金額は、「海外・リゾー

トウェディング事業」において5,902百万円減少しております。
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２. 当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日 至　2021年９月30日)

① 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    

 

報告セグメント
その他

(百万円)(注)
合計

(百万円)国内ウェディング
事業

(百万円)

売上高    

 顧客との契約から生じる収益 17,727 85 17,812

　その他の収益 56 135 191

 a.外部顧客に対する売上高 17,783 221 18,004

 b.セグメント間の内部
   売上高又は振替高

0 95 95

計 17,783 316 18,100

セグメント利益 719 9 728
 

 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融・クレジット事業、旅行事業、

保育事業等を含んでおります。

 

② 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

  

利益 金額

報告セグメント計(百万円) 719

「その他」の区分の利益(百万円) 9

セグメント間取引消去(百万円) 1

全社費用(注)(百万円) △849

四半期連結損益計算書の営業損失(△)(百万円) △119
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

③　報告セグメントごとの資産に関する情報

　　該当事項はありません。

 
④　報告セグメントの変更等に関する事項

（収益認識会計基準等の適用）

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認

識に関する処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の「国内ウェディング事業」の売上高は71

百万円減少、セグメント利益は32百万円減少しております。

（報告セグメントの変更）

2020年９月30日付けで、株式会社グッドラック・コーポレーションの株式を譲渡したことに伴い、報告セグ

メントを従来の「国内ウェディング事業」「海外・リゾートウェディング事業」から「国内ウェディング事

業」に変更しております。なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、株式譲渡前の報告セグメン

トの区分に基づき作成したものを開示しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

(1)１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損
失(△)

△1,015円30銭 26円40銭

    (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

△13,159 445

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― 103

     うち優先株式に係る金額(百万円) ― 103

   普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万
円)

△13,159 342

    普通株式の期中平均株式数(株) 12,960,857 12,968,895

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 25円08銭

　　(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― 103

　うち優先株式に係る配当額(百万円) ― 103

　　普通株式増加数(株) ― 4,790,800

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないた

め、記載しておりません。また、当第２四半期連結累計期間の当該優先配当額は、2022年３月31日を基準日として

配当を予定している額のうち、当第２四半期連結累計期間に帰属するものとして算定された額を記載しておりま

す。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　   （剰余金の配当）

　   2021年９月24日開催の取締役会において剰余金の配当につき次のとおり決議いたしました。

　　　１．第一種優先株式

 　　 （1）配当金の総額　 　　　　　　     88百万円

 　  （2）１株当たり配当金            44,000円00銭

     （3）基準日              　   2021年９月30日

     （4）効力発生日         　    2021年11月９日

 
　　　２．第二種優先株式

 　　 （1）配当金の総額　 　　　　　　     15百万円

 　  （2）１株当たり配当金            15,000円00銭

     （3）基準日              　   2021年９月30日

     （4）効力発生日         　    2021年11月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年11月12日

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ

取締役会 御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 東京事務所　
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 植　　草      寛  

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関　 根　　義 　 明  
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テイク

アンドギヴ・ニーズの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月

１日から2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ及び連結子会社の2021年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に
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おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係 

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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